
 

 

 

 

 

 

 

令和７年６月定例会 

（２０２５年） 

 

議案書① 
 

５月２２日提出 

 

【報告】 

 

 

 

1



報告第１号 

   専決処分の報告について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

下記事件を別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告

する。 

 

  令和７年（２０２５年）５月２２日提出 

 

豊中市長  長 内 繁 樹 

 

記 

 

１ 豊中市市税条例の一部を改正する条例の設定について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律

（令和７年法律第７号）等が令和７年３月３１日に公布され、同年４月１

日から施行されたことに伴う豊中市市税条例の一部を改正する条例の設定

について議決を必要としたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであることから、地方自治法第１７９条第１項

の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告するもので

ある。 
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専決第２号                        

   豊中市市税条例の一部を改正する条例の設定につ     

   いて                         

 豊中市市税条例の一部を改正する条例を次のように設定する

ものとする。                        

 

  令和７年（２０２５年）３月３１日専決         

 

 

豊中市長   長  内  繁  樹               
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豊中市条例第３１号 

豊中市市税条例の一部を改正する条例 

豊中市市税条例（平成１５年豊中市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第２７条 （省 略） 第２７条 （省 略） 

２～７ （省 略） ２～７ （省 略） 

８ 市長は，市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には，新たに

第１４条第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に，

当該該当することとなった日から２月以内に，その名称，代表者又は管理人

の氏名，主たる事務所又は事業所の所在，当該市内に有する事務所，事業所

又は寮等の所在，法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第１５項に規

定する法人番号をいう。以下同じ。），当該該当することとなった日その他

必要な事項を申告させることができる。 

８ 市長は，市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には，新たに

第１４条第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に，

当該該当することとなった日から２月以内に，その名称，代表者又は管理人

の氏名，主たる事務所又は事業所の所在，当該市内に有する事務所，事業所

又は寮等の所在，法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第１６項に規

定する法人番号をいう。以下同じ。），当該該当することとなった日その他

必要な事項を申告させることができる。 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８９条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は，１台

について，それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８９条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は，１台

について，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 原動機付自転車 (１) 原動機付自転車 

ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力が０．６キロワ

ット以下のもの（エに掲げるものを除く。） 

ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力が０．６キロワ

ット以下のもの（ウ及びオに掲げるものを除く。） 

年額 ２，０００円 年額 ２，０００円 

イ ２輪のもので，総排気量が０．０５リットルを超え，０．０９リット イ ２輪のもので，総排気量が０．０５リットルを超え，０．０９リット

4



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ル以下のもの又は定格出力が０．６キロワットを超え，０．８キロワッ

ト以下のもの 

ル以下のもの（ウに掲げるものを除く。）又は定格出力が０．６キロワ

ットを超え，０．８キロワット以下のもの 

年額 ２，０００円 年額 ２，０００円 

 ウ ２輪のもので，総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が４．

０キロワット以下のもの 

年額 ２，０００円 

  ウ ２輪のもので，総排気量が０．０９リットルを超えるもの又は定格出

力が０．８キロワットを超えるもの 

年額 ２，４００円 

エ ２輪のもので，総排気量が０．０９リットルを超えるもの（ウに掲げ

るものを除く。）又は定格出力が０．８キロワットを超えるもの 

年額 ２，４００円 

エ （省 略） オ （省 略） 

(２)・(３) （省 略） (２)・(３) （省 略） 

附 則 附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第１１条 （省 略） 第１１条 （省 略） 

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３４項，第３８項若しくは第４５項又は第６３条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２項中「又は

第３３項」とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若しくは第６

３条」とする。 

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３３項，第３７項若しくは第４４項又は第６３条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２項中「又は

第３３項」とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若しくは第６

３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１１条の２ （省 略） 第１１条の２ （省 略） 

２～８ （省 略） ２～８ （省 略） 

９ 法附則第１５条第３８項の条例で定める割合は，２分の１とする。 ９ 法附則第１５条第３７項の条例で定める割合は，２分の１とする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

10・11 （省 略） 10・11 （省 略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告等） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告等） 

第１２条 （省 略） 第１２条 （省 略） 

２～13 （省 略） ２～13 （省 略） 

 14 市長は，法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る

区分所有に係る家屋については，前項の申告書の提出がなかった場合におい

ても，マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１

４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１５

条の９の３第２項に規定する期間内に法施行規則附則第７条第１７項各号

に掲げる書類の提出がされ，かつ，当該特定マンションが法附則第１５条の

９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは，前項の規定に

かかわらず，同条第１項の規定を適用することができる。 

14・15 （省 略） 15・16 （省 略） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊中市市税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は，令和７年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し，令和６年度分までの固定資産税については，なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８９条（第１号に係る部分に限る。）の規定は，令和７年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和６年度分までの軽自動車

税の種別割については，なお従前の例による。 
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